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会社概要－企業理念

安全な不動産投資を行うこと。
私共が会社設立以来、業務のテーマにおいていることです。
その為に私共は投資基準を定めています。
それは常識・・・つまり「あたり前かどうか」ということです。
立地条件、商圏人口、建物配置、投資額、賃貸借契約内容等をふまえて
「あたり前かどうか」という投資基準に適合しているかどうかを検討し、
実行することでその不動産の投資価値を高めていける。
私共はそう考えています。
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会社概要

社 名

設 立 2000年（平成12年）4月7日

代 表 者 代表取締役社長 松岡哲也

所 在 地 大阪本社 大阪市中央区西心斎橋1-13-15 三栄心斎橋ビル7F
東京支社 東京都千代田区霞が関1－4－2 大同生命霞が関ビル5F
名古屋営業部 名古屋市西区牛島6－1 名古屋ルートセンタトタワー40F

役 職 員 数 連結31名 単体31名（2008年3月末現在）

194百万円（2008年3月末現在）

会社概要

資 本 金

登 録 商 標

発行済株式総数 11,105株（2008年3月末現在）単元株制度なし

Ｕ Ｒ Ｌ http://www.ncd-jp.com/index.html

上場市場／銘柄コード 名証セントレックス／３２５２

事業セグメント 「不動産ソリューション事業」 「デベロッパーエージェント事業」 「その他事業」

主 幹 事 証 券 野 村 證 券 株 式 会 社

決 算 期 ３ 月

株 主 数 535名 （2008年3月末現在）
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会社概要－沿革
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不動産ソリューション事業開始

2000年 4月 創業創業

「「商業施設の企画・開発商業施設の企画・開発」」 「「運営・管理事業運営・管理事業」」（デベロッパー・エージェント事業）開始

2001年 1月 東京事務所（現東京支店）を開設

2003年11月 金融機関より不動産物件を一括購入し
「「開発・再生事業開発・再生事業」」（不動産ソリューション事業)開始

「「不動産流動化事業不動産流動化事業」」（不動産ソリューション事業）開始
駐車場施設に係る「「サブリース事業サブリース事業」」（デベロッパー・エージェント事業）開始

2005年 5月 「「不動産投資事業不動産投資事業」」(不動産ソリューション事業)開始

2006年 9月 自社ファンド「デイスターモール1」を組成

2007年 1月 名古屋営業部を開設
2月 第2種金融商品取引業登録

2004年 9月

（2008年3月期より連結決算）
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名証セントレックスに上場名証セントレックスに上場11月

投資助言・代理業登録2008年 3月



会社概要－株式情報

個人その他
94.2%

 外国法人等
0.2%

その他法人
4.5%

 証券会社
0.4%金融機関

0.8%

株主数（名） 株式数（株）

個人・その他 504 9,898

金融機関 4 435

その他法人 24 493

外国法人等 1 220

証券会社 2 59

株 主 名 持株数（千株） 持株比率

松岡哲也 59.7 %

日本マスタートラスト信託銀行（株） 3.4 %

永岡幸憲 3.2 %

入江賢治 3.2 %

西羅弘文 3.2 %

丸井啓彰 2.8 %

ｽﾃｰﾄｽﾄﾘｰﾄﾊﾞﾝｸ ｱﾝﾄﾞ ﾄﾗｽﾄ 2.0 %

伊藤忠商事（株） 1.2 %

（株）ニチレイ 1.2 %

原田博至 1.2 %

個人その他
94.2%

 外国法人等
0.2%

その他法人
4.5%

 証券会社
0.4%

金融機関
0.8%

■ 所有者別株式分布状況

■ 株主数 分布状況

■ 株式数 分布状況

■大株主情報
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事 業 概 要



安全な利回り商品

「あたり前かどうか」
・立地条件
・商圏人口
・建物配置
・投資額

・賃貸契約内容

投資基準投資基準
「常識」「常識」

商業開発特化商業開発特化

・ノウハウの蓄積

・商業施設向け
物件情報

・開発・運営実績
（評判）

土地

土地貸しにこだわる土地貸しにこだわる

定期借地権方式

「安全な不動産投資」

投資不動産の価値を最大化

8事業概要－事業コンセプト



利回り 低い

会社概要－事業領域

中心部

商業集積地

利回り高い

ブランド

ショップ

複合商業施設

SM、NSC

郊外
ロードサイド

ロードサイド
店舗

郊外型商業施設

・ス－パ－

・ホームセンター

・ドラッグストア

＝「安全性」「効率性」を求めた結果投資・開発対象
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比較的安価な地域での

「商業施設用地」取得

投資が確実に利益を生み、

リスクが低減する

商業施設に特化。



事業概要－当社の特徴・強み①

実績

当社「目利き力」
による厳選物件

出店希望企業
からのリクエスト

物件

出店希望
企業

商業開発
物件

出店希望

企業

小売業者との
強いリレーション

当社目利きによる物件取得 ： ５０
出店希望企業のリクエスト物件の取得 ： ５０

郊外型商業施設に特化していることで
「同施設向け物件」「小売業者のニーズ」

に関する情報が集まる
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これまでの商業施設開発での実績



事業概要－当社の特徴・強み② 11

商業
デベロッパー

不動産
ファンド

ｱｾｯﾄ
ﾏﾈｰｼﾞｬｰ

ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨ
ﾏﾈｼﾞｬｰ

ｻﾌﾞﾘｰｽ

コンサルタント

リーシング

不
動
産
に
関
す
る
幅
広
い
コ
ン
ピ
タ
ン
ス

商業施設
向け用地

不動産ｿﾘｭｰｼｮﾝ事業不動産ｿﾘｭｰｼｮﾝ事業

① 不動産投資事業
② 不動産流動化事業
③ 不動産開発・再生事業

その他事業その他事業

① 賃貸借事業
② コンサルティング事業

ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ･ｴｰｼﾞｪﾝﾄ事業ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ･ｴｰｼﾞｪﾝﾄ事業

① 企画・開発事業
② サブリース事業
③ 運営・管理事業

全
て
の
業
務
を
行
え
る



事業セグメント別 売上高構成 12

その他事業

賃貸借事業 0.38％
コンサルティング事業 2.28％

2.66％

売上高 8,309 百万円
（２００８年３月期連結実績）

不動産ソリューション事業

不動産投資事業 75.63％

不動産流動化事業 0.48％

不動産開発・再生事業 15.82％

91.93％

デベロッパー・エージェント事業

サブリース事業 2.45％

運営・管理事業 2.96％

5.40％
企画開発事業 0％



事業概要－当社の特徴・強み③ 13

資金調達

用地造成

情報収集 用地取得

建物建設 賃貸

投資基準は「常識」 出口を決めて用地を取得 小売業者からの信頼

不動産ファンド等

開発許可

申請

売却

資金回収

官公庁許認可折衝力 テナント誘致能力

安全な利回り商品

商業施設運営能力＆ノウハウ

様々な不動産情報ソース（銀行・業者等）

長谷工コーポレーションとのコラボレーション

小売業者 定期借地権方式



事業内容－ビジネスモデル（まとめ）

不
動
産
所
有
者

Ｓ
Ｐ
Ｃ
等

不動産投資事業

サブリース事業

アレンジャー
アセット・マネジメント
プロパティー・マネジメント

コンサルティング事業運営・管理事業

賃貸借事業企画・開発事業

不動産ソリューション事業

不動産開発・再生事業

土地取得後、
自社にて開発
または、
他社の
開発案件を取得

業務委託料
不動産流動化事業

テ
ナ
ン
ト
等

不動産売却

不
動
産
所
有
者

テ
ナ
ン
ト
等

不動産売却

デベロッパー・エージェント事業

業務委託料

業務委託料

賃借

その他事業

賃貸料

業務委託料

テ
ナ
ン
ト

等

不
動
産

所
有
者
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阪急オアシス枚方出口店
泉佐野松風台プロジェクト
フレンドマート高槻氷室店
西九条プロジェクト
摂津 鳥飼プロジェクト
東大阪市大平寺プロジェクト
吹田原町プロジェクト
ジョイパーク泉ヶ丘
泉佐野パレード
コスタモール二色の浜
西心斎橋駐車場
四ツ橋クリスタルビル
ケーヨーD2泉北原山台店
パークネット心斎橋

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

大阪府

兵庫県

加古川 平岡プロジェクト
姫路 延末プロジェクト
姫路 別所プロジェクト
ホームセンタームサシ姫路

■
■
■
■

東広島プロジェクト■

広島県

北九州プロジェクト■

福岡県

西高松プロジェクト
オー・ストリート橋本彩の台

■
■

和歌山県

生駒壱分プロジェクト■

奈良県

佐川急便「八幡店」■

京都府

アクアテラス迎賓館大津
アル・プラザ栗東
デイスターモール野洲
草津市大路中央地区
市街地再開発ビル「TOWER１１」

■
■
■
■

愛知 安城プロジェクト
トップモール稲沢
半田プロジェクト
ケーヨーD2扶桑店

滋賀県

■
■
■
■

愛知県

相模原プロジェクト
厚木 温水プロジェクト

■
■

神奈川県

船橋薬円台プロジェクト■

千葉県

那須プロジェクト
足利プロジェクト

■
■

栃木県

札幌すすきのプロジェクト■

北海道

会社概要－全国での実績

茨城 水戸プロジェクト■

茨城県

■
■
■

不動産ソリューション事業
デベロッパー・エージェント事業
その他事業
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業 績 説 明



業績説明－2008年3月期 連結損益計算書 17

（08/3期予想は07年11月14日公表の数値）

単位：百万円

200７/3期

（単体）

08／3期
連結予想

2008/3期

（連結）

前期比

（ご参考）

金額
構成
比％

金額 金額
構成
比％

増減額 増減率％

売上高 4,309 100.0 7,836 8,309 100.0 4,000 92.8

売上原価 3,551 82.4 6,514 78.4 2,963 83.4

売上総利益 757 17.6 1,795 21.6 1,038 137.1

販売管理費 467 10.9 761 9.2 294 63.0

営業利益 289 6.7 459 1,033 12.4 744 257.4

営業外収益 117 2.7 183 2.2 66 56.4

営業外費用 96 2.2 214 2.6 118 122.9

経常利益 311 7.2 524 1,001 12.0 690 221.9

特別利益 66 1.6 27 0.3 △39 △59.1

特別損失 0 0 56 0.6 56 －

税引前当期純利益 377 8.8 973 11.7 596 158.1

法人税等 180 4.2 475 5.7 295 163.9

当期純利益 197 4.6 310 498 6.0 301 152.8



業績説明－2008年3月期 セグメント別状況（単体） 18

単位：百万円
200７/3期（単体） 2008/3期（単体）

金額 構成比％ 金額 構成比％

不動産投資事業 2 0 6,284 75.6

不動産流動化事業 58 1.3 39 0.5

不動産開発・再生事業 3,824 88.7 1,314 15.8

（１）不動産ソリューション事業計 3,884 90.1 7,639 91.9

企画・開発事業 0 0 0 0

サブリース事業 167 3.9 203 2.4

運営管理事業 216 5.0 245 2.9

（２）デベローッパー・エージェント事業計 383 8.9 448 5.4

賃貸借事業 25 0.6 31 0.4

コンサルティング事業 16 0.4 189 2.3

（３）その他事業計 41 1.0 221 2.7

合計 4,309 100.0 8,309 100.0

2007年3月期（単体） （１）不動産ソ事業 （２）デベ・エ事業 （３）その他事業 合計

売上総利益 630 90 37 757

売上総利益率％ 16.2 23.5 89.7 17.5

2008年3月期（単体） （１）不動産ソ事業 （２）デベ・エ事業 （３）その他事業 合計

売上総利益 1,528 82 183 1,795

売上総利益率％ 20.0 18.4 83.1 21.6

（単位：百万円）

【売上高】

【利益】



19業績説明－７年間のセグメント別売上高・経常利益の推移
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（単位：百万円）

02/3 03/3 04/3 05/3 06/3 07/3 08/3

不動産ｿﾘｭｰｼｮﾝ 0 0 723 383 1,991 3,884 7,639

ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ･ｴｰｼﾞｪﾝﾄ 200 104 171 222 452 383 448

その他 2 16 64 97 44 41 221

02/3 03/3 04/3 05/3 06/3 07/3 08/3

4 2 14 82 142 311 1,005

売上高の推移売上高の推移 経常利益の推移経常利益の推移

（08年3月期より連結決算）



業績説明－2008年3月期 連結貸借対照表 20

（単位：百万円） 2007/3期（単体） 2008/3期（連結） 増減（ご参考）

流動負債 6,462 10,611 4,149

短期借入金 1,453 3,412 1,959

1年以内返済予定長期借入金 4,746 6,497 1,751

1年以内償還予定社債 49 16 △33

固定負債 4,642 5,188 546

社債 559 110 △449

長期借入金 3,775 3,887 112

預り保証金及び敷金 306 1,191 885

純資産合計 486 1,262 776

利益剰余金 342 840 498

負 債 純 資 産 合 計 11,592 17,062 5,470

【負債・純資産】

（単位：百万円） 2007/3期（単体） 2008/3期（連結） 増減（ご参考）

流動資産 10,661 15,928 5,267

現金及び預金 203 1,126 923

販売用不動産 10,122 13,546 3,424

固定資産 930 1,133 203

有形固定資産合計 94 89 △5

無形固定資産合計 66 0 △66

投資その他の資産合計 769 1,043 274

資 産 合 計 11,592 17,062 5,470

【資産】



業績説明－2008年3月期 連結キャッシュフロー計算書 21

単位：百万円

2007/3期

（単体）

2008/3期

（連結）

営業活動によるキャッシュフロー △8,311 △2,543

投資活動によるキャッシュフロー △380 △150

財務活動によるキャッシュフロー 8,109 3,617

現金及び現金同等物の増減額 △582 923

現金及び現金同等物の期首残高 786 203

現金及び現金同等物の期末残高 203 1,126

◇営業活動によるCFの主要項目

税引前当期純利益 973百万円

減価償却費 6百万円

棚卸資産の増減額 △3,233百万円

前渡金の増減額 △660百万円

前払費用の増減額 △231百万円

預り保証金及び

敷金の増減額 884百万円

◇投資活動によるCFの主要項目

投資有価証券の取得 △78百万円

投資有価証券の売却 209百万円

保証金及び敷金の差入 △435百万円

◇財務活動によるCFの主要項目

短期借入金純増減額 1,959百万円

長期借入による収入 6,990百万円

長期借入金の返済 △5,128百万円

社債の償還 △482百万円

-8,000

-4,000

0

4,000

8,000

2007/3期 2008/3期

営業CF

投資CF

財務CF



今 後 の 事 業 戦 略
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今後の事業戦略

西高松プロジェクト（不動産ソリューション事業）

和歌山市内でも特に良好な住宅地に位置する厚生年金健康福祉センターの廃止・売却にともな

い、 2006年12月に約1万坪の土地を日本商業開発、長谷工コーポレーション、積水ハウスのＪＶ

が一般競争入札で落札いたしました。

これは商業ゾーン約2,500坪とマンション及び戸建て住宅ゾーン約7,400坪の複合開発プロジェク

トです。

商業施設は足元の居住者による確実な需要が

期待出来る。

事業環境の変化によっては他用途への転用も可
能。

投資が確実に利益を生み、

リスクの低いプロジェクト。
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今後の事業戦略

厚木プロジェクト（不動産ソリューション事業）

全国共済農業共同組合連合会より、約3,000坪を2007年7月に購入。

既存建物を解体後、更地状態にてセブンアンドアイホールディングスグループ「ヨークマート」に

土地賃貸を行い、大型商業施設を開発中です。

近隣都市計画道路が増設され、街の発展が

著しく、将来性の高い立地である上、テナン

トの退去後も更地で変換されるため、他用

途への転用や土地売却がし易いこと。

投資が確実に利益を生み、

リスクの低いプロジェクト。
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㈱長谷工コーポレーションとの共同出資による新会社を設立

■全国で商業施設の開発実績、安全な利回
り商品として不動産投資ファンド等に提供

■商業施設のデベロッパー

■土地情報収集力を活かし、これまでに
４５万戸を超えるマンション施工実績

■マンション建設のトップ企業

商業施設開発ノウハウ 不動産情報及び開発ノウハウ

マンションの隣にスーパーを開発し、
事業会社や不動産私募ファンド等に
売却する事業を推進

■新会社の概要

（１）商号 新日本商業開発株式会社
（２）設立 2008年（平成20年）1月31日
（２）代表者 代表取締役社長 松岡 哲也
（３）所在地 大阪市中央区西心斎橋1-13-15
（４）資本金 80百万円
（５）出資比率 日本商業開発65％

長谷工コーポレーション35％

共同出資会社を設立
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浪速区下寺プロジェクト（長谷工コーポレーションとの共同事業）

繁華街に近接する大阪市営住宅跡地の売却にともない2007年12月に約2,000坪の土地を長谷工

コーポレーションが一般競争入札で落札し、2008年3月にその一部約1,300坪を当社が取得しまし

た。

これは阪神高速道路側に食品スーパー、南側敷地に駐車場を配置し、マンションの騒音対策や

採光を高めるなど、開発の連携を計ることで複合開発のメリットを最大化しております。

周辺の施設を考慮した配置計画

複合開発のメリットを最大化
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単位：百万円

2008/3期

（連結）

2009/3期予想

（連結）
前期比

金額 構成比％ 金額 構成比％ 増減率％

売上高 8,309 100.0 23,000 100.0 176.8

営業利益 1,033 12.4 1,000 4.3 △3.2

経常利益 1,001 12.0 580 2.5 △42.1

当期純利益 498 6.0 340 1.5 △31.7

今後の事業戦略－今期業績見通し

今期については、不動産市況の先行き
に不透明感が残るため、販売用不動産
を積極的に売却する方針。
これにより今期は大幅な増収となります。

売却後は、低下した不動産価格にて、
開発用地を取得し、来期の売上げに向け
た仕入れを行っていきます。

【増収要因】 【減益要因】

27

今期については、昨今の不動産市況
の影響を受け、開発物件の売却が、
当初想定した価格より、低下する傾向
にあり、これらの要因を今期利益計画
に織り込んでいます。

不動産市況が弛んでいる今期の環境
は当社にとって追い風で、再び前期の
利益率水準に戻るような来期向け仕入
れを今期行っていきます。
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創業

海外展開

不動産ソリューション

デベロッパー・エージェント

新日本商業開発

その他

東欧・インド・ベトナム

““商業施設開発のプロ集団として商業施設開発のプロ集団として””

長谷工コーポレーションとの更なる協調

多角化より現状のスキームを“追求”
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本資料は、2008年3月期決算の業績に関する情報の提供と、当社に対するご理解をより深めて頂くことを目的としたものであり、当社が発行

する有価証券の投資を勧誘することを目的としたものではありません。また、本資料は2008年3月末時点のデータに基づいて作成されてお

ります。本資料に記載された意見や予測等は、資料作成時点の当社の判断であり、その情報の正確性、完全性を保証し又は約束するも

のではなく、また今後予告なしに変更されることがあります。

お問合せ先 ： 管理本部 総務チーム

Tel 06-4704-9407

西 岡 e-mail：nishioka@ncd-jp.com
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